




３　国際会議における情報発信や情報収集

　本財団（ＪＱ）ならびに本事業、産科医療補償制度等は、海外からの注目が高まり、講演等の機会

を多く頂いている。今後も国際的な医療安全の潮流の形成に参加し、本財団の実績や我が国の医療安

全活動の実績をもって好影響を与えるべく取り組んでいくこととしている。

ＷＨＯ世界患者安全の日について
　２０１９年５月に開催されたＷＨＯ総会において、毎年９月１７日を世界患者安全の日とするこ

とを含む決議が採択されたことから、２０１９年９月１７日は記念すべき第１回世界患者安全の日

となった。同記念日を創設することは、２０１６年に開始された閣僚級世界患者安全サミットを中

心に呼びかけが行われ、２０１８年に我が国で開催された第３回サミットにおいて取りまとめられ

た東京宣言においても、世界患者安全の日の創設が盛り込まれているなど、我が国も様々な医療安

全施策の推進により、医療現場や学会で広く医療安全活動や研究が熱心に行われて実績を挙げてき

たことを世界に紹介すること等を通じて、同記念日の創設に寄与してきた。第３回、第４回サミッ

トの内容は本事業の報告書においても紹介したが、本事業や薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事

業、産科医療補償制度、医療事故調査制度等、法令に基づく事業や、国の補助金で支援されて運営

されている全国規模の事業がその重要な内容となった。第５回サミットは、２０２０年２月に開催

されることが予定されていたが、新型コロナウイルスの感染拡大とパンデミックの影響が懸念され、

２０２１年に延期された。しかし、同サミットの企画や運営を行う会議には、過去の開催国である

我が国も引き続き参加しており、第３回サミットの共催団体のひとつであった本財団も、引き続き

その支援を行っている。そのような経緯があり、２０１９年９月１５日に医療の質・安全学会の医

療安全管理者ネットワーク会議が主催した、世界患者安全の日の記念行事である「第３２回医療安

全管理者ネットワーク会議ｉｎ東京『世界患者安全の日』制定記念講演会」において、本財団から

出席者に対し、同記念日創設の背景や経緯、目的、各国の記念イベントの実績等について、本事業

が我が国の医療安全施策における重要な存在として世界に説明されてきたことを含めて講演する機

会を得た。過去に本事業の報告書において報告した、海外における本事業の説明の機会が、同記念

日の創設に至る流れの中で行われたイベントや講演の一部となったことをご理解頂ければ幸いであ

る。講演内容は次の通りである。

タイトル：医療安全の国際潮流と日本の役割

講演内容：

○世界患者安全の日の背景

・�２０１７年３月、第２回閣僚級世界患者安全サミット（ボン）において、世界患者安全の日

の創設が提案され、承認された。

・�２０１８年４月、第３回閣僚級世界患者安全サミット（東京）において、東京宣言が提出さ

れ、世界患者安全の日の創設に言及された。

・�２０１９年５月、ＷＨＯ総会において、提案された議題である�「患者安全のグローバルアク

ション」に世界患者安全の日の創設が盛り込まれており、承認された。
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・�９月１７日を選んだ理由として、ドイツ語圏の国々（ドイツ、オーストリア、スイス等）で

は、従前より毎年９月１７日を、International�Patient�Safety�Dayとして患者安全に関する

会合を開催してきた経緯があることが挙げられる。

○�２０１９年５月２０日～２８日に、スイスのジュネーブにおいて第７２回ＷＨＯ総会（ＷＨＡ）

が開催された。開会の際にスピーチをされたスイスのアラン・ベルセ連邦参事（連邦内務省

担当）は、第３回閣僚級世界患者安全サミットが日本政府主催、本財団共催で東京で開催され

た際にスイス連邦大統領として来日された。

○�ＷＨＯ総会には、２０１６年に閣僚級世界患者安全サミット開催を呼びかけた英国の保健相（当

時）であった、英国外務大臣Jeremy�Hunt氏も出席した。英国外務省ホームページには、“Jeremy�

Hunt氏はＷＨＯ総会で演説し、Tedros事務局長による患者安全の取り組みを促進してきたこ

とを称賛し、世界患者安全の日の創設による患者死亡の減少に期待を寄せ、同記念日の創設を

含む議案への支援を求めた”と掲載されている。Jeremy�Hunt氏はその後、Teresa�May首相の

辞任に伴い行われた保守党の党首選挙に立候補し、現職のBoris�Johnson氏に敗れた。また同

ホームページには、“ＷＨＯのTedros事務局長は、「世界が患者安全にさらに多く注目すると、

それだけ多くの命が救われる。それがゆえに、国際レベルの患者安全キャンペーンにおける

Jeremy�Hunt外務大臣のリーダーシップに感謝する。そこで加盟国には、世界患者安全の日の

創設を盛り込んだ議題を採択するように強く求める。それによりこの課題が最優先事項として

位置づけられることになる」と述べた”と記載されている。Tedros事務局長はエチオピア出

身であり、保健大臣、外務大臣を歴任された。

○�同総会には、Tedros事務局長の報告として、加盟国に対して、執行理事会が提案するGlobal�

Action�on�Patient�Safetyという決議案（ＥＢ１４４．Ｒ１２）を審議のうえ採択することが促

された。この決議の中に、“患者安全を推進する加盟国が、国民の意識と関与を高め世界的な

理解を拡大するため、且つ加盟国が国際的な連帯や行動に向けて働くために、毎年９月１７日

を世界患者安全の日として承認すること”が盛り込まれている。この決議が採択され、世界患

者安全の日（９月１７日）が制定されることとなった。

○�５月下旬の採択の後、９月１７日の第１回世界患者安全の日までに、記念行事を企画、実施す

るための十分な期間が確保されていたとは言い難いが、ＷＨＯでは６月１７日～１８日に、世

界患者安全の日に係る専門家会合を開催し、我が国からも厚生労働省や本財団が直接、あるい

はＷｅｂを通じて参加した。会合では、ＷＨＯから“世界患者安全の日に向けたロードマップ

～創設と継続のための１０のステップ～”が示された。その内容は次の通りである。

　ステップ１：対象者と中心的メッセージを同定

　ステップ２：世界患者安全の日の創設について啓発

　ステップ３：中間的な「コミュニケーション・パッケージ（広報用の資料）」の完成�

　ステップ４：２０１９世界患者安全の日のコミュニケーション・プラン�

　ステップ５：２０１９世界患者安全の日を実行

　ステップ６：２０１９世界患者安全の日を分析、報告書を作成

　　　　　　　　①　�何を：世界患者安全の日に関して行われた活動の情報を収集する。イメー

ジ（写真）、イベント実施の証拠、主な教訓、将来に向けた推奨事項を盛
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り込んだ報告書の出版

　　　　　　　　②　�誰が：�ＷＨＯ−ＰＳＵ（Patient�Safety�Unit）とＤＣＯ（Department�of�

Coordination�Office）、地域事務局オフィス、加盟国オフィス、国際団体

　　　　　　　　③　�いつ：２０１９年１１月３０日まで

　　　　　　　　④　�どこで：�グローバル／ＷＨＯ本部レベル

　ステップ７：�長期的な目的のコミュニケーション・パッケージとコミュニケーション・プラ

ンの作成

　ステップ８：�世界患者安全の日の効果測定方法の枠組みの作成

�　　　　　　　　　�何を：世界患者安全の日の実施と効果測定と影響度評価のための主なイン

ディケーター／マーカーを同定する。同定されたインディケーターのベー

スライン値を決定する。データの報告メカニズム、測定対象／ベンチマー

クの方法を盛り込んだ、次の５年間のための測定プランを作成する。世界

患者安全の日の効果測定の実施を患者安全に関する全ての測定の案件と関

連づける。

　ステップ９：�Global�Patient�Safety�Action�Planへの世界患者安全の日の盛り込み

　ステップ１０：�世界患者安全の日の持続可能性と発展

�　　　　　　　　　�何を：世界患者安全の日を医療施設や地域レベルの活動とする。影響を与

える人、チャンピオン、アンバサダー（大使）を同定する。中間的な評価

に基づく改善とキャンペーンを強化する。

○�世界患者安全の日のスローガンは、前項の専門家会合で議論され、“Safe�health�workers,�Safe�

patients”に、シンボルカラーはオレンジに決定した。ロゴを次に示す。

　　図表Ⅴ−５　世界患者安全の日のロゴマーク

○�その後、９月１７日に第１回世界患者安全の日を迎え、世界各地で多くの記念行事が行われた。

例えば、ＷＨＯ本部が置かれているスイスのジュネーブではレマン湖の有名な大噴水がオレン

ジ色にライトアップされた。ＷＨＯのホームページによると、ジュネーブと同様のライトアッ

プを実行した国々には、エジプト、マレーシア、ブルガリア、リビア、ルーマニア、ブータン、

米国、トルコ、ドイツ等がある。

事業の現況� �� ■

– 94 – – 95 –医療事故情報収集等事業　第 62 回報告書



　　　図表Ⅴ−６　ライトアップについて（ＷＨＯホームページ）

　

○�ＷＨＯのホームページでは、世界地図上で個別に国をクリックすると、その国で行われたイベ

ントが表示される仕組みになっている。日本では、ＷＨＯ連携センターである群馬大学が実施

した記念講演会などが掲載されている。

　　　図表Ⅴ−７　各国の取り組みを紹介する世界地図と日本の取り組み

　

○�この他にもＷＨＯのホームページには、世界患者安全の日を祝うための様々なコンテンツが提

供されている。例えば、ラジオメッセージとして次のメッセージの音声がダウンロード可能な

形式で掲載されている。“今日は世界患者安全の日です。誰も医療によって害を受けるべきで

はありません。しかし、毎日、何千人もの患者が、医療を受ける中で予防可能な被害に遭って

いるのです。もし、あなたやあなたが愛する人が患者であれば、ご自身の受けるケアに積極的

に関与しましょう。あなたの正確な病歴を提供して、あなたの健康について医療チームとオー

プンに話すようにしてください。病状や治療法を理解できるように質問しましょう。あなたの

受ける医療の安全のために声に出して話しましょう。患者安全のためにはっきり声を上げま

しょう。”

○�ＷＨＯが制定した世界保健デーは、結核、健康、シャーガス病、マラリア、予防接種、たばこ、

献血、肝炎、抗生剤啓発週間、ＡＩＤＳに世界患者安全を含め１１件となった。

○�第１回の世界患者安全の日を祝う取り組みが世界規模で行われたが、同記念日の制定の過程で、

閣僚級世界患者安全サミットが大きな役割を果たしていることがわかる。そこで、ここからは、

同サミットについて述べる。

○�第１回のサミットは、２０１６年に英国のJeremy�Hunt保健大臣（当時）のリーダーシップの

もと、Imperial�College�LondonやＮＨＳの支援によってロンドンで開催された。患者安全対策

の歴史をレビューした報告書�“Patient�Safety�2030”がImperial�College�Londonによって作成
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された。同会合では患者安全の重要性が各国からの参加者に共有された。会合で行われた講演

では、様々な施策が報告され、世界的に協働した患者安全の取り組みの機運を醸成した。

○�“Patient�Safety�2030”では、“２０３０年に向けた考え方”が次の柱と内容から構成、記述

されている。

・システムの変革

　　�患者安全を改善する方策は、システムエンジニアリングの方法を用いて、ケアの提供シス

テム全体を変革することを目的とすべきである。

・文化への注目

　　�困難であっても、組織の文化を変革することが持続可能な患者安全の改善をもたらすため

に必要な条件である。指導者は、目的を達成することと、説明責任を果たしながら懲罰的

な取り扱いやネガティブな扱いがなされることを回避することとのバランスをとる必要が

ある。

・患者及び医療者を中心とした医療

　　�患者及び医療者の両者が、表面的な対策ではなく有害事象の問題の解決策の作成に積極的

に関与すべきである。

・エビデンスに基づく医療

　　�患者安全の改善策は出来るだけ検証され有効性が確認されるべきである。しかし、この分

野のエビデンスはいまだ発展途上にある。医療システムには、エビデンスが希薄な領域で

あっても安全を改善しつつ、エビデンスを創造することが求められている。

○�第２回のサミットは、２０１７年３月にドイツのボンでドイツ保健省のヘルマン・グレーエ保

健大臣（当時）のリーダーシップのもとに開催された。講演では、様々な施策が報告され、患

者安全ムーブメントを強化することとなった。テーマには、“患者安全対策の経済性”が初め

て取り上げられ、当該テーマは第３回のサミット（日本）に引き継がれた。ＷＨＯからは、第

３弾のGlobal�Patient�Safety�Challengeである“Medication�without�Harm�（害のない薬物療法）”

を開始することが宣言された。薬物療法の安全を議論したグループワークでは、我が国のかか

りつけ薬剤師制度について説明した。ＯＥＣＤが“患者安全の経済性”に関する報告書を作成

し、その中では“最も望ましい影響−コスト比を示す医療介入（影響／コスト比の平均値）”

として、“ＶＴＥ予防介入”や“ＣＶカテーテル挿入プロトコール”等、我が国の医療現場で

取り組まれている内容が上位に位置付けられていた。

○�第３回のサミットは、塩崎恭久元厚労大臣から引き継いだ加藤勝信厚労大臣のリーダーシップ

のもとに、２０１８年４月に東京で開催された。アジア地域では初の開催となった。５つのパ

ネルディスカッションが設定され、いくつかのテーマは過去のサミットから引き継がれたが、

“高齢社会における安全”などの新たなテーマも盛り込まれた。“Japan’s�National�Patient�

Safety�System”と題したイブニングセッションでは、本財団から、本事業、薬局ヒヤリ・ハッ

ト事例収集・分析事業、産科医療補償制度等の事業について講演した。当時すでに話題になっ

ていた画像診断報告書の不十分な確認により癌の治療開始が遅れた事例について説明するとと

もに、同種事例の発生予防のために国立大学附属病院グループが実施している相互訪問による

改善の仕組みについて説明した。また、日本医療安全調査機構より、２０１５年に開始された
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医療事故調査制度が説明された。英国のHunt保健相（当時）が、英国のＮＨＳにおける重大

医療事故発生の経験や改善施策を説明し、また、ＷＨＯ患者安全大使のSir Liam Donaldsonが、

ＷＨＯによる第３弾のGlobal Patient Safety Challengeである、“Medication Without Harm”

について、医原性の薬物療法の有害事象を５年以内に５０％削減することを目標にしているこ

となどを説明するビデオメッセージが上映された。最終日に公表された東京宣言では、世界患

者安全の日の制定に関連する内容として、次の内容が盛り込まれた。

・ 我々は以下のことを宣言する。世界各国において「患者安全に関するグローバルアクション」

への高いレベルの政治的推進力を継続し、低・中所得国を含む世界各国と緊密に連携し、協

力や学びを通じ、能力を強化するための関わりを確認する。我々はＵＨＣ達成に向けて努力

すると同時に医療政策において患者安全を優先させる。

・ 被害を受けた患者及び患者家族、国際機関並びに他の主要な関係者と協力しながら、毎年９

月１７日を「世界患者安全の日」に定めることを含め、取り組みの可視化を進め、「患者安

全に関するグローバルアクション」に取り組むことに努める。

○ 患者安全サミットの約１ヶ月後には第７１回 ＷＨＯ総会が開催され、そのサイドイベントで

ある“Global action on patient safety for achieving effective UHC”において、日本政府から

東京で開催されたサミットの成果が説明された。第３回閣僚級患者安全サミットは、５つのパ

ネルディスカッションを設けて患者安全について議論した。具体的には、会議で採択された東

京宣言には２つの重要な点があり、それらは、「患者中心の医療」と「No-blame Cultureの醸成」

であること、特にＬＭＩＣ（Low and Middle Income Country）においては、医療提供システ

ムを確立する過程の初期段階で、これらの医療安全推進のための仕組みを導入することが効果

的で費用対効果にも優れた方法であることなどが説明された。本財団が連携を強めている

ＩＳＱｕａ（International Society for Quality in Health Care）も２０１８年５月に“ISQua 

Declaration”を公表し、その中に東京宣言を支持する内容が盛り込まれた。

○ 第４回のサミットは、２０１９年３月にサウジアラビアのジッダにおいて、サウジ患者安全セ

ンター（ＳＰＳＣ）の支援により開催された。テーマとしてはＬＭＩＣを意識して、ユニバー

サル・ヘルス・カバレッジ、高信頼性組織、患者支援、セーフティリスク、医療従事者、患者

支援のための政策、デジタルヘルス、実践科学の８つが取り上げられた。主な講演者は、

Jeremy Hunt外務大臣（当時）、Dr. Tedros Adhanom Ghebreyesus（ＷＨＯ事務局長）、Sir Liam 

Donaldson（ＷＨＯ患者安全大使）、Dr. Victor Dzau（米国National Academy of Medicine）、

Dr. Donald Berwick（ 米 国Institute for Healthcare Improvement創 設 者 ）、Dr. Armed Al-

Mandhari（ＷＨＯ−ＥＭＲＯ事務局長）らである。英国のJeremy Hunt大臣は、東京で開催

されたサミットにおける講演内容のほか、イングランドでは行政による医療機関に対する監視

に よ り、 医 療 機 関 を 質 と 安 全 の 点 か ら、i）Outstanding、ii）Good、iii）Requires 

improvement、iv）Inadequateの４つのPublic gradeに分類していること、“Inadequate”に分

類された医療機関には行政が改善を求めること、現在、“Outstanding”が１４施設、“Good”

が９７施設あるが、“Requires improvement”や“Inadequate”に分類される施設が多いこと、

そのように分類が分かれる理由の多くが医療安全に関する理由であること、医療機関には自己

評価や予防可能な有害事象の件数を公表することを求めていること、などを講演した。我が国
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は過去の開催国としてスピーチを行った。その中で、本事業や、我が国の医療現場で実践され

ている医療安全活動、例えば、医療安全管理のための委員会の開催、医療安全のためのラウン

ド、特定機能病院の外部監査委員会、薬物療法の安全のためのバーコード認証システムやロボッ

ト調剤システムの導入などが説明された。ＩＳＱｕａをはじめとする国際ＮＧＯもスピーチを

行った。最終日には、ジッダ宣言が公表され、以降現在に至るまで、承認する国が増加し続け

ている。その内容は次の通りであるが、特に「５. 患者安全のための国レベルの報告／学習

システムの創設・維持」「８. 地域の薬局における薬剤安全を促進する」は本事業や薬局ヒヤリ・

ハット事例収集・分析事業に関連する内容であり、今後、その実績をもって国際的な患者安全

のムーブメントに寄与することが期待される。

患者安全に関するジッダ宣言
１． 中低所得国における患者安全を推進する。

２． 世界において患者安全に関してデジタルヘルスを活用する。

３． 患者安全のための患者支援と地域の関与を促進する。

４． 患者安全のためのＩＣＡＥの創設を通じてＩＣＤを強化する。

５． 患者安全のための国レベルの報告／学習システムの創設・維持。

６． 人材の知識や安全に投資することで患者安全を推進する。

７． 他の産業から学ぶ。

８．  地域の薬局における薬剤安全を促進する。

９． 医療機器とヒューマンインターフェイスを患者安全の重大な要素として考慮する。

１０． 患者安全のため感染予防・管理（ＩＰＣ）と薬剤耐性（ＡＭＲ）戦略を強化する。

１１． 効率性や有効性が知られている患者安全のための介入の実行と持続的なスケールアッ

プを国レベル、グローバルレベルで実行することを支援することにより、第２のトラ

ンスレーショナルギャップを小さくする

○ 第５回のサミットは、２０２０年２月にスイスのモントルーで開催予定であったが、新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響で、２０２１年以降に延期することとなった。

○ 今後の課題として、世界患者安全の日の啓発・広報、利害関係者（ステークホルダー）の参

加、患者安全の理解促進、患者安全文化の醸成・教育促進、国際社会にアピールできる官民一

体の取り組みなどが挙げられる。

　２０２０年の世界患者安全の日は新型コロナウイルスのパンデミックが続く中、ＷＨＯを中心に、

ＷＨＯのネットワークであるGlobal patient Safety Network（ＧＰＳＮ）の意見を参考にしつつ、テー

マ：Health Worker Safety: A Priority for Patient Safety、 ス ロ ー ガ ン：Safe health workers, Safe 

patients、加盟国に求めるアクション：Speak up for health worker safety!が決定された。今後、 

ＷＨＯのホームページ中のWorld Patient Safety Dayのページ（https://www.who.int/campaigns/

world-patient-safety-day/2020）にコミュニケーション・ツールや技術的支援のためのリーフレット

等が作成、掲載される予定である。
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